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  正式名称：2017年7月17日の法律（BGBl. I, S. 2642）第1条によって最終改正された1998年9月10日のドイツ気象局法（BGBl. I, S. 2871）
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  第1章：法的形態及び監督


  第1条：法的形態、組織の構成及び主たる事務所の所在地


  （1）ドイツ気象局は、部分的な法的能力を有する公的機関であり、連邦交通・デジタルインフラ省（BMVI）の執行機関であるものとする。


  （2）ドイツ気象局は、部門及び事業単位へと組織される各事業領域からなるものとする。構成の詳細は、組織令に基づいて理事会がこれを定めるものとする。


  （3）ドイツ気象局の主たる事務所の所在地は、オッフェンバッハ・アム・マインとする。


  第2条：監督


  ドイツ気象局は、行政及び技術について、連邦交通・デジタルインフラ省（BMVI）の監督を受けるものとする。ドイツ気象局に対する統制は、技術についての監督の一部として、BMVIが指針目標の設定及び業績評価の実施によってこれを執行するものとする。この統制は、予算規定に従ったものでなければならない。


  第3条：協力


  （1）予算の制約の観点から、また、業務の不必要な重複を回避するために、気象業務の分野において、連邦交通・デジタルインフラ省（BMVI）と連邦国防省（BMVg）との緊密な協力がなされなければならない。この協力は、行政上の協定に従って統制されなければならない。


  （2）ドイツ気象局が他の政府省庁の権限にも属する業務を実施するときは、ドイツ気象局とこれに係る最高の主務行政機関との間で協力に係る調整がなされなければならない。企図される協力がドイツ気象局に大きな財政的影響を及ぼすことが予想されるときは、連邦交通・デジタルインフラ省（BMVI）による事前の許可を得なければならない。


  第2章：業務及び権限


  第4条：業務


  （1）ドイツ気象局の業務は、次の各号のとおりとする。


  1. 一般公衆又は個別の顧客及び利用者、特に運輸、通商、工業、農林業、建設業、公衆衛生、洪水制御を含む水管理、環境保護、自然保護及び科学の分野におけるものに、気象・気候サービスを提供すること。


  2. 航空及び海上航行、交通路その他の重要な社会基盤、殊にエネルギー供給及び通信システムのために必要なものの安全を保証するための気象情報及び気象サービスを提供すること。


  3. 次のような気象現象について、公式な警報を発表すること。


  a）公共の安全及び秩序に対する脅威となりうるもの


  b）被害を発生させる高い可能性を有する切迫した気象・気候現象に関連するもの


  4. 気象過程並びに大気の構造及び組成の短期的な及び長期的な観測及び記録、監視並びに評価を保証すること。


  5. 大気と他の環境領域との間の気象学的な及び気候学的な相互作用を記録すること。


  6. 気象過程及び気候過程を分析及び予報し、また、気候変動及び気候変動の影響を分析及び予測すること。


  7. 放射性微量物質について大気を監視し、その輸送を予報すること。


  8. 空間データ社会基盤の一部として、上記1.から7.までに掲げる業務の業績について、必要な測定及び観察のシステムを運用すること。


  9. 気象及び気候についての空間データ及びサービスの入手性、アーカイブ化、文書化及び公開を保証すること。


  （2）ドイツ気象局は、その業務を行うにあたって、気象学、気候学及び関係する諸科学の分野における科学研究を実施し、また、対応する諸標準の確立に参画するものとする。


  （3）ドイツ気象局は、ドイツ連邦共和国のための国家気象機関である。同局は、気象学及び気候学の分野における国際協力に参加し、また、その結果として生じる義務に応えるものとする


  （4）ドイツ気象局は、上記（1）項に定められたところによるその業務の枠組の範囲内で、殊に被害をもたらす可能性の高い極端な気象・気候現象の場合において、災害の制御並びに市民及び環境の保護について、連邦、州及び地方の政府並びに市町村をそれらの業務の実施にあたって支援し、また、民間防衛及び軍民協力の分野における業務の実施に参加しなければならない。


  （5）ドイツ気象局は、放射線防護法（StrVG）の規定、これに基づいて発出される諸規則及び放射線防護庁設置法（BAStrlSchG）の規定に従わなければならない。


  （6）ドイツ気象局は、それが法定業務の一部であることを前提として、同局が第6条（2a）項の意味する範囲内で無償で提供するサービスを公的に供給する権限を有するものとする。


  第5条：権限


  （1）ドイツ気象局は、他の法律に抵触しないことを前提として、私法に基づいてそのサービスを提供するものとする。同局は、公的機関が気象サービスの供給について実施する競争入札過程に参加する権限を有するものとする。


  （2）ドイツ気象局は、その業務の実施において第三者と協力する権限を有する。この目的において、同局は、その名を以て国内企業を設立し、また、国内外における企業の設立又は既存の企業に参画する権限を有するものとする。1996年5月2日の法律（BGBl. I, S. 656）第2条によって最終改正された1969年8月19日の連邦予算法（BHO）（BGBl. I, S. 1284）第65条から第69条までは、直接適用される。ただし、同法第65条（1）項本文及び第1号は、「ドイツ気象局は、第5項が適用される場合を除いて、同局の側に重要な利害があり、かつ、他の方法によっては同局の企図する目的をよりよく又はより効率的には達成できないときには、私法による企業の設立のみに参加し、あるいはこの種の法的形態を以て既存の企業の持ち分を取得すべきである」と読み替えられるものとする。


  （3）前項の企業で働くためにドイツ気象局の職員に付与される休職は、ドイツ気象局の公式な業務の利益となるものでなければならない。その詳細は、連邦と当該企業との間で合意されなければならない。当該休職期間が、1997年3月24日の法律（BGBl. I, S. 590, 592）第6条によって最終改正された1994年12月16日の通知（BGBl. I, S. 3858）によって公示されたところにより公務員年給・給付金法（BeamtVG）第6条（1）項第2文第5号に基づく年金に係る勤続期間とみなされる関係職員に与えられるあらゆる保障は、関連する企業が徴収した追加的な年金負担金の有無に依存するものとする。


  第6条：対価


  （1）ドイツ気象局は、収益によって補填されない支出を可能な限り小さく保つような方法によって運営されなければならない。


  （2）ドイツ気象局は、そのサービスの提供について対価を課さなければならない。当該対価の額は、場合によっては経済的価値又は特別な公共の利益を考慮した増価又は減価の可能性を伴う経済的費用の計算法に基づいて、あるいは国際合意に基づいて、理事会が価格表として決定するものとする。この価格表は、データ、プロダクト及び付加価値型のサービスの価格を含むものでなければならない。


  （2a）ドイツ気象局は、他に対価を定める法的な規則がないことを前提として、次のサービスを無償で提供しなければならない。


  1. 上記第4条（4）項が意味する範囲内の、連邦、州及び地域の政府及び市町村協会のためのサービス


  2. 上記第4条（1）、（3）及び（7）項が意味する範囲内の、公共的に配分される公衆のためのサービス


  3. 空間データアクセス法（GeoZG）第3条（1）及び（3）項がGeoportalについて意味する範囲内の、ドイツ全国空間データ社会基盤の空間データのための、空間データ及び空間データサービスの提供


  （3）削除


  （4）基本的なサービスを越える付加価値型のサービスの価格は、合計貢献利益が正となるような方法で計算されなければならない。データ及びプロダクトの価格は、その計算の不可分の一部をなすものとする。


  （5）基本的なサービスの範囲及び減価の基準は、連邦・州諮問委員会に協議した後に、上記第2条第2文の規定による指針目標の枠組の範囲内において決定されるものとする。


  （6）上記（2）項の意味する範囲内において、次の各号の語の意味は、それぞれに示すとおりとする。


  1. 気象データ　各種の測定システム及び観測システムからの即時的な出力


  2. 気象プロダクト　処理された気象データ。これは、手作業によって、また、コンピュータ制御の処理への入力によって作成される。原則として、その解釈には、気象学の専門知識が必要とされる。


  3. 付加価値型のサービス　データ及びプロダクトをさらに処理した結果。特定の顧客又は利用者の要求事項を満たすことを目的とする。


  4. サービス　ドイツ気象局が第三者に供給するデータ、プロダクト及び付加価値型のサービス


  （7）ドイツ気象局は、独立した監査人を通じて、上記（2）及び（4）項に定められたその責務の遵守を定期的に証明する義務を負うものとする。


  第7条：情報利用の承認


  気象データ、気象プロダクト及び付加価値型のサービス、特にドイツ気象局が上記第4条（1）項第3号に基づいて発表した警報の配信は、情報源が承認されたときにのみ許可されるものとする。これは、1996年7月19日の法律（BGBl. I, S. 1014, 1017）第5条によって最終改正された1965年9月9日の著作権法（BGBl. I, S. 1273）に従ったさらなる保護を遵守するものでなければならない。


  第3章：運営


  第8条：執行運営に係る委員会


  （1）ドイツ気象局の業務及び事務は、各業務部門の長からなる理事会によって指揮されるものとし、この理事会がドイツ気象局の運営に責任を負うこととする。理事会の構成員は、法廷内及び法廷外でドイツ気象局を代表するものとする。


  （2）理事会の構成員は、議長たる長官、副長官及び各業務部門の長とする。理事会は、6名以内で構成されるものとする。構成員は、連邦交通・デジタルインフラ省（BMVI）が任免するものとする。責任領域、権限及び代表性、決議事項の採択並びに理事会の構成員の任免についての詳細は、規則によって統制されるものとする。規則及びその改正は、連邦交通・デジタルインフラ省（BMVI）による承認を必要とする。


  第4章：諮問委員会


  第9条：科学諮問委員会


  （1）科学諮問委員会は、ドイツ気象局理事会に対して、ドイツ気象局が上記第4条に定められた業務の枠組の範囲内で実施する研究に係る重要事項について助言するものとし、また、この面における勧告を行うことができる。科学諮問委員会は、大学との契約を、また、ドイツ気象局と国内の及び国際的な研究機関との協力並びに国内の及び国際的な研究プログラムへのドイツ気象局の参加に対する支援を推進するものとする。


  （2）科学諮問委員会の構成員は、10名とする。これらは、連邦交通・デジタルインフラ省（BMVI）が、ドイツ気象局理事会の助言によって4年間の任期を以て指名するものとする。任期は、1回の延長が可能とする。気象学及び関連分野の科学者が充分に代表されなければならない。


  （3）科学諮問委員会は、手続についての規則を採択しなければならず、これは、ドイツ気象局理事会による承認を必要とする。


  第10条：連邦・州諮問委員会


  （1）連邦・州諮問委員会は、ドイツ気象局理事会及び連邦交通・デジタルインフラ省（BMVI）に対して、上記第4条に定められたドイツ気象局の業務の実施において連邦政府の各省庁及び州の利害に係る事項について助言し、また、適切な協力を保証するものとする。


  （2）連邦・州諮問委員会は、連邦政府の各省庁及び各州の代表者によって構成されるものとし、各州は1名の代表者を送ることができる。連邦・州諮問委員会は、手続についての規則を採択しなければならず、これは、連邦交通・デジタルインフラ省（BMVI）による承認を必要とする。


  第5章：職員に関する事項


  第11条：旅費及び移転費用に関する特別規則


  連邦交通・デジタルインフラ省（BMVI）は、連邦内務省（BMI）及び連邦財務省（BMF）の同意を得て、ドイツ気象局の固有の性格及び競争環境におけるその地位ゆえに必要とされる場合に、ドイツ気象局の公務員のための旅費及び移転費用について補充的な規定を定める権限を有するものとする。


  第6章：移行措置及び雑則


  第12条：権利及び義務の移行


  （1）既存の行政上の協定は、上記第3条に基づいて新たな協定が発効するまで、引き続き効力を有するものとする。


  （2）上記第9条（3）項の定めにより科学諮問委員会の手続規則が採択及び承認されるまでは、科学諮問委員会の既存の手続規則は、1993年2月26日の布告（BGBl. I, S. 278）第69条に従って最終改正されたBundesgesetzblatt Teil III, Gliederungsnummer 97-1によって改正及び公示されたところにより、ドイツ気象局法第6条に基づいて引き続き効力を有するものとする。同様に、上記第10条（2）項に基づいて手続規則が採択及び承認されるまでは、旧ドイツ気象局法第5条に基づいて理事会について採択された手続規則は、適宜に連邦・州諮問委員会に適用されるものとする。


  第13条：評価


  連邦交通・デジタルインフラ省（BMVI）は、2019年末の後、2017年7月17日のドイツ気象局法を改正する最初の法律（BGBl. I, S. 2642）第1条が定めた規則の適用を評価する。連邦政府は、この評価の結果を、ドイツ連邦議会に通知しなければならない。


  第14条：施行及び失効


  この法律は、公布の翌年の1月1日から施行される。

